
第１回 清水港防災対策連絡協議会 

議事次第（案） 

日 時：平成 25 年 7 月 8 日(月)13:15～15：00 

場 所：清水マリンビル 6 階 大会議室 

１．開 会 

２．主催者挨拶 

３．参加者紹介 

４．設立趣意説明ならびに協議会規約の承認について 

５．協議会 議 事 

(1) 県第４次地震被害想定について 

・被害想定の全般的な説明 

・清水港での地震・津波の説明 

(2) 東日本大震災での港湾被害等について 

（コンサルタントより） 

(3) 今後の業務の工程について 

・ＢＣＰ策定の工程案について 

【配布資料】 

・協議会次第 

・座席表 

・協議会設立趣意書 

・協議会規約（案） 

・資料１－１ 県第４次地震被害想定（第一次報告のポイント） 

・資料１－２ 県第４次地震被害想定（清水港での地震・津波） 

・資料２ 東日本大震災での港湾被害等について 

・資料３ 今後の業務の工程について 
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清水港防災対策連絡協議会 設立趣意書

背後に製造業などの輸出関連企業等が集積する清水港は、日本でも有数のコ

ンテナ取扱量を誇り、様々な機能を持つ国際貿易港として、本県経済を支えて

いる。

一方、清水港を含む静岡県は、東海地震説が発表されて以来、地震の発生が

切迫するとされ、清水港においては、津波避難、コンテナターミナルの早期復

旧、緊急物資の受け入れなどを始め、官民が一体となって、様々な防災体制を

構築し、取組みを実施してきたところである。

しかしながら、東日本大震災は、これまでの想定を大幅に上回る震源域と津

波などにより、未曾有の被害をもたらし、自然災害の猛威と恐ろしさを改めて

思い知らされる結果となった。本県では、この 6 月、防災対策の基礎として発

生頻度はきわめて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの

地震・津波を想定した「第 4 次地震被害想定の第 1 次報告」を明らかにしたと

ころである。 

大規模地震等の災害による清水港の機能の低下は、県民の生命、身体を脅か

すとともに、グローバル化した背後圏企業の生産活動等に直接打撃を与えこと

となる。また、機能低下の期間が長引けば、港湾及び港背圏への影響は勿論の

こと、県内経済に与える影響は、計り知れないものがある。

このような情勢を踏まえ、大規模地震等の災害による人的・物的被害を軽減

し、港湾間の競争力低下と港の背後圏の経済損失を防ぐため、清水港に関係す

る民間事業者や団体、行政機関が一同に会し、新たに「清水港防災対策連絡協

議会」を設立し、既存の防災対策の見直しや連携体制の再構築等、港内の防災

対策の充実に向けた取組みを推進していくものである。

平成 25 年 7 月 8 日 清水港防災対策連絡協議会 



清水港防災対策連絡協議会　規約    

（名称） 

第１条 本会は、「清水港防災対策連絡協議会」（以下、「協議会」という）と称

する。 

（目的） 

第２条 本協議会は、大規模地震等の災害が発生した場合、清水港の人的・物

的被害を軽減し、港湾間の競争力低下と背後圏の経済損失を防ぐため、清水

港に関わる民間事業者と行政機関が協力関係を構築し、次に掲げる事項を達

成するよう組織し業務を実施することを目的とする。 

(1) 防災施設の整備を推進すること。 

(2) 災害時の港湾区域内で活動する人々の安全避難体制を確立すること。 

(3) 災害時の緊急物資・人員の受け入れ態勢を確立すること。 

(4) 港湾機能の早期回復体制を確立すること。 

(5) 前項に掲げることのほか、本協議会にて必要と認める内容。 

（業務） 

第３条 本協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項を掌握する。 

(1) 防災施設整備等に関する意見交換会の開催に関すること。 

（段階的効果発現の方策、最小費用での施設整備のあり方等） 

(2)清水港の事業継続計画（以下、「ＢＣＰ」という）の策定及び、ＢＣＰに

基づいた訓練等の実施に関すること。なお、訓練にはＢＣＰの確認に関す

る事項を含む。 

(3) 清水港利用者に対する、ＢＣＰを始めとした防災関係情報の周知及び情

報発信に関すること。 

(4) その他、清水港内の防災関係団体との連絡調整、情報交換に関すること。 

（組織） 

第４条 協議会は、別表（「委員」欄）の委員をもって構成する。 

（協議会） 

第５条 協議会に会長を置き、静岡県清水港管理局長をもって充てる。 

2 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

3 協議会は、会長が必要に応じて招集する。 

4 会長は、必要に応じて委員以外の者を出席させることができる。 



（部会） 

第６条 協議会は、部会を置くことができる。 

2 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

3 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によつてこれを定める。 

4 部会長は、部会の事務を総理する。 

5 部会は、部会長が必要に応じて招集する。部会長は、必要に応じて部会員

以外の者を出席させることができる。 

（幹事会） 

第７条 協議会に幹事会を置く。 

2 幹事会は、別表（「幹事」欄）の委員をもって構成する。 

3 幹事長は、清水港管理局職員から選任する。 

4 幹事会は、幹事長が必要に応じて招集する。幹事長は、必要に応じて幹事

以外の者を出席させることができる。 

（代理） 

第８条 委員及び幹事は、協議会及び幹事会に代理人を出席させることができ

る。 

(会議) 

第９条 協議会、部会及び幹事会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開

き、議決をすることができない。 

2 協議会、部会及び幹事会の議事は、出席した委員の過半数をもつて決し、

可否同数のときは、会長、部会長又は幹事長の決するところによる。 

（事務局） 

第 10 条 協議会の事務局は、静岡県清水港管理局企画振興課に置く。 

（規約の改正） 

第 11 条 この規約の改正は、第４条の委員による協議会の議決による。 

（雑則） 

第 12 条 この規約に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定める。 

（付則） 

この規約は、平成 25 年 7 月 8日より施行する。
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